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岐路に立つ観光都市と地域再生の課題
川瀬憲子
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はじめに

本稿は、現代日本における地域再生のあり方を考察することを課題としている。本稿で特にケース

スタディとして対象としているのは、伊豆地域における観光都市である。観光都市の地域経済は、バ

ブル期から2000年代の 10年間に大きな構造的変化を遂げた。例えば、熱海市の人口の推移をみると、

1965年に 5万 4,540人 とピークを迎えるが、その後年々減少し、2007年には4万人余にまで減少した。

40年間に人口比にすると4分の 1に あたる人口が減少したのである。さらに入湯税からみた観光客入

込み客数では、1988年度の 810万人から 1996年度の 910万人をピークに年々減少傾向を示し、2005

年度には 730万人とピーク時の 180万人もの減少がみられる。宿泊者も年々減少しており、1988年度

の 425万人から2005年度には 291万人にまで減少した。その結果、1999年度から2000年度の 1年間

だけでも50軒ものホテルや旅館数が減少し、2000年度から2005年度の5年間には、503軒から378

軒にまで 100軒以上もの急激な減少をみたのである
*ち

ところで、バブル崩壊後の 10年間は失われた 10年 と呼ばれ、2000年代半ばの景気回復期には、新

自由主義的構造改革の影響で地域間格差、所得格差が社会問題化した。地域切り捨ての時代ともいわ

れ、地域政策の大幅な転換が迫られるようになってきた。これまで、日本の地域政策の中心は全国総

合開発政策にみられるような、国家的プロジェクトを中心とした巨大公共事業や駅周辺の市街地再開

発事業等にあつた。とくに 1990年代から2000年代半ばにかけては年間 30兆円から50兆 円もの巨額

の公共投資が行われてきた。2010年度末には国と地方の長期累積債務が約 830兆円にも達することが

見込まれており、従来型の地域政策のあり方が問われているといつてよい。つまり、グローバル化、

サービス経済化、少子高齢社会への転換に伴つて、土建国家型財政からの脱却とアメニティ中心の地

域再生をどうするのかが、地域づくりやまちづくりの焦点になつているのである・2。

イギリスでは 1960年代後半に議会報告書において、不動産開発主導型の都市再生のあり方が厳しく

批判され、市民アメニティ法 (Civic Amenties Act,1967)の 制定へとつながつていつた。その市民アメ

ニティ法では、市民のアメニティ権を保障するために 「しかるべき場所にしかるべきものをつくる」

(“■c nghtthing in the Hght place")と 定義している。また、R・ グラッツ (1989)は『都市再生』の

なかで、ロンドンの中世以来の街並みや建造物、歴史、文化を尊重し、それをアピールすることで真

*1 詳しくは、拙著 (20H)『 「分権改革」と地方財政一住民自治と福祉社会の展望』自治体研究社など

を参照。
中2 アメニティの経済学規定については、宮本憲― (2007)『環境経済学』岩波書店を参照。
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に豊かな成長を期待できると主張している
°
3。

また、アメリカでは都市成長管理政策をとつている自治体が多い
°4。 ぃゎゅるスマー トグロース運

動がきつかけとなり、緩やかな成長こそがさらなる雇用機会の創出につながるという報告書も出され

ている。地域づくりにおいて、農地、雑木林、湿地を開発から保全し、水辺環境を再生し、既存市街

地の土地利用規制とマイカー規制を行 うと同時に、歩道や公共交通の整備などをすすめていくことこ

そ、都市の真の豊かさにつながつていくこととなるというものである。

従来の地域再生をめぐる議論の中心は、産業構造の転換に伴う工業都市の衰退と再生に関わる議論、

大都市圏における中心都市の再生論、農山村地域の内発的発展論などが中心であった。観光都市をい

かに再生するのかといつた課題に対しては、観光産業の再生論などはあるものの、広範な視点にたつ

本格的研究はまだ端緒的なものでしかない。都市の発展形態において、当初からサービス経済化が進

行し、第 3次産業に特化した産業構造を有する観光都市の再生という課題に応えるためには、単に観

光産業の再生という側面のみならず、まち並み保全など地域におけるアメニティの構築、サステイナ

ブル・ソサイエティ・5や地域におけるセーフティネットの構築もまた、新たな課題として浮上しつつ

ある。そこで本稿では、日本型地域政策の特徴と地域再生の新たな潮流について概括し、「内発的発

展」論と「維持可能な発展」論についての検討を踏まえて、観光都市の地域再生に向けた課題につい

て考察することにしたい。

I 日本型地域政策の特徴と土建国家からの転換

日本はこれまで土建国家とも呼ばれ、地域開発においても高い公共投資が実施されてきた。公共投

資とは国や地方自治体が社会資本の建設のために行う投資であり、社会資本という場合にはヽ道路、

港湾、上下水道、教育施設、公園、公営住宅などをさしている。社会資本には大きく、社会的二般生

産手段 (産業基盤)と社会的共同消費手段 (生活基盤)に分類され、生産や生活の社会化への対応と

して、社会資本の形成は不可欠である。地域の経済活動を活発化させ、地域経済の発展に貢献し、都

市的生活様式の定着や住民の日常生活の安定性という面においても重要な役割を果たしている。

宮本憲一氏は『社会資本論』のなかで、社会資本を社会的一般生産手段と社会的共同消費手段に分

類し、高度経済成長期の日本において、前者に重点がおかれたことが市民の生活難を引き起こしたと

して痛烈に批判している
°6。 近年では、総需要の拡大という景気対策の手段としてさらに拡大されて

きた。景気対策は本来は国の役割であって、地方公共事業は景気対策としては二義的なものである。

*3 Roberta Bra■ ldes Gratz(1989)rttθ  z″ぁりgC′ク:〃ο″И″αたαtt C7rた sИ″′Bι ttg Rの 7ra″ zθ′″ 7カ″λ力りgS″α″滋

αBな Zη (『都市再生』富田靱彦・宮路真知子訳、林泰義監訳、晶文社)。 グラッツは都市を養育すべきと

主張している。
*4 矢作弘・大野輝之 (1990)『 日本の都市は救えるか―アメリカの「成長管理政策」に学ぶ』開文社出

版、小泉秀樹・西浦貞継 (2003)『 スマー トグロ~ス ーアメリカのサステイナブルな都市圏政策』学芸者

出版、C Lalldry,(2002)勁a Cra“惚 C″ ノ %ο滋″レ レ励 I″α″οお,E田加can(『創造的都市政策一都市

再生のための道具箱』後藤和子監訳、日本評論社)な どを参照。

■5サステイナブル・ソサイエテイを中心とした地域再生論については、宮本憲― (1999)や同 (2007)

を参照。また、地域経済の再生をめぐっては、佐々木雅幸 (1997)、 同編 (2007)や中村剛治郎 (2004)、

同編 (2008)な どにも、ボローニアの事例など国際比較を交えた新しい動向が紹介されている。また、近

年の日本における小規模町村の再生に向けた取り組みについては、岡田知弘 (2005)が参考になる。

ネ6 宮本憲― (1967)『社会資本論』有斐閣
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総務省は、『行政投資』のなかで、産業基盤投資 (国 県道、港湾、空港、工業用水、工業用地等)、

生活基盤投資 〈市町村道、街路、都市計画、住宅、環境衛生、厚生施設 (病院、公立大学付属病院、

国民健康保険事業を含む)、 文教施設、水道、下水道等、農林水産投資 (農林水産業関係投資 :農道、

潅漑など)、 国土保全投資 (治山治水 :ダム建設等)、 海岸保全等、その他の投資 (失業対策、災害

復旧、官庁営繕、鉄道、地下鉄、電気・ガス等)に分類しており、大半の事業が地方自治体の深い関

わりをもつている。

ところで、日本の地域政策は、全国総合開発計画にみられるような公共投資を中心に展開してきた。

第 1次全国総合開発計画 (1全総 :拠点開発方式)か ら第 5次全国総合開発計画 (21世紀国上のグラ

ンドデザイン)ま での流れをみると、新産業都市、リゾー ト開発政策に典型にみられるように、外来

型開発が中心であった。外来型開発の問題点は、工場等の誘致地域における公害の発生、資源の浪費

などの社会的損失の発生、地元経済には付カロ価値、雇用、租税などの面において相対的に低い寄与度

であったこと、地元所得や租税が本社機能の集中・集積する東京へと還元される傾向にあること、産

業構造や経済環境の変化に伴 う誘致企業の撤退により、地域経済が破綻に追い込まれるケースが多い

こと、地元独自の経済・文化が消失されること、ひいてはそうしたことが地方自治の衰退につながる

側面があることなどがあげられる。

さて、日本において 1990年代から2000年代にかけて公共投資が拡大したが急増した最大の要因は、

1989年の日米構造協議を受けた形で内需拡大を目的として、翌 1990年に 430兆円にものぼる「公共

投資基本計画」 (10カ年計画)が閣議決定されたことによる。当初は 1991年度から2000年度までの

10年間の計画であつたが、バブル経済が崩壊した 1995年にはさらに 630兆円に上方修正された。財

政構造改革により実施期間が 10年間から13年間に延長されたが、いずれにしても大規模な公共投資

計画に変わりはない。その結果、1990年代以降、公共投資が拡大していくこととなる。具体的には、

「H次道路整備 5ヶ 年計画」76兆 円 (地方単独事業 25兆 2000億円)、 「第 9次港湾整備 5ヶ 年計画J

7兆 4900億 円 (地方単独事業 6700億 円)、 「第 9次治山事業 5ヶ年計画J24兆円 (地方単独事業 3

兆円)、 「第 8次下水道整備 5ヶ午計画」23兆 7000億円 (地方単独事業 6兆 8300億円)、 「第 8次

廃乗 物処理施設整備計画J5兆 500億円 (地方単独事業 2兆 2900億円)な どという枠組みが設定さ

れ、国の整備計画に沿つた形で地方単独事業が定められた
7。

図表 1は、一般政府総固定資本形成 (対 GDP比)の国際比較を示 したものだが、日本が 1990年代

から2000年代半ばにかけて非常に高い水準の公共投資が推進されてきた事実が窺える。1995年の約

64%を ピークとし、アジア経済危機が勃発した 1997年 から1999年を境にそのシェアは低下し続けて

いるが、2007年時点では3%と フランスに次ぐ高水準にある。公的固定資本形成には、用地費が含ま

れていないため、それを含めると、さらに大きい数値となる。

7国
の長期計画による。詳しくは、拙著 (2006)「国と地方間の財政関係」『セミナー現代地方財政 I』 勁

草書房、119‐ 144頁を参照。
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図表 1 -般政府総固定資本形成 (対 GDP比)の推移 (1989～ 2007年度)

図 一般政府総固定資本形成 (対GDP比 )の推移

(1989-2007年度 )

驀 アメリカ

‐
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‥Ⅲl―「レッ

1989年度 1993年度 1997年度2001年度2005年度
年度

(注)日 本は「国民経済計算」 (内 閣府、年度ベース)、 諸外国はOECD,Nα′Jο 4α′Иε
`ο

24お 2θθ∂  による。

(資料)財務省『 日本の財政関係資料』 (2009年)に よる。

図表 2に より、行政投資額の実績について検証 しておくと、1990年頃までは、約 30兆 円までの水

準で推移 してきたが、1990年代以降に急増 し、1997年 から2000年のピーク時には 50兆 円を超える公

共投資が行われてきた
*8。

1991年度から2000年度までの公共投資額の合計額は、当初計画の 430兆 円

よりも多い 465兆 円にものぼる。また、1995年度から2007年度までの 13年間の合計額は 485兆 円に

も達 してお り、当初計画の 630兆 円に比べると抑制気味だが、少なくとも2000年代半ばまでは、ほぼ

「公共投資基本計画」に沿つて事業が推進 してきた事実が窺えるも2000年代半ば以降、行政投資額は

減少傾向にあり、2007年度実績では 23兆円と金額的にはピーク時のほぼ半分の水準になっている。

(注)専売・電電 (1984年度)、 国鉄 (1986年度)を含む推移。

1972年度からは沖縄を含む。

(資料)総務省『行政投資実績 (2007年度)(2010年 3月 )により作成。

図表 2 行政投資額の推移 (1958～ 2007年度 )

図 行政投資額の推移 (1958-2007年度 )
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*8 行政投資については、総務省 (2010)『行政投資実績』による。
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では、公共投資の内訳はどうか。財政投融資改革によつてかなり構図は異なってきては

いるが、図表 3に より、2007年度の行政投資実績 (約 23兆 円)の構成比をみると、道路のシェア 28

%と が最も高く、国土保全 (10%)、 下水道 (9%)、 文教施設 (8%)、 農林水産 (7%)、 水道

(5%)、 都市計画 (6%)、 住宅 (4%)、 厚生福祉 (4%)、 環境衛生 (3%)、 港湾・空港 (3

%)な どとなっている。2009年度に道路特定財源が廃止 となったが、2008年度「道路特定財源の見直

しについて」 (2008年 12月 政府・与党)では、税率水準の維持、国及び地方の道路特定財源につい

ては、2008年度以降 10年間、暫定税率による上乗せ分を含め、現行の税率水準を維持するとの見解

が示され、さらに、2009年度予算では、地方において道路整備を実施するための財源 として、1兆円

程度の 「地域活力基盤創造交付金」が創設 された
*9

国の一般会計予算に占める公共事業関係費 (1989～ 2009年度)の推移
*10を

みると当初予算に比べて、

毎年のように補正予算が計上されて、公共事業関係費が上乗せされてきた点が窺える。公共事業関係

費の内訳をみると、1999年度 (一般会計当初予算 9兆 4,307億 円、補正予算で 12兆 2,000億 円に嵩上

げ)では道路が 29%と 3分の 1近 くを占め、治山・治水 16%、 住宅・市街地整備 12%、 下水道 12%、

農業・農村整備 12%、 港湾・空港 5%な どとなっていた。2009年度の公共事業当初予算 (7兆 701

億円、補正予算で 9兆 4,000億 円に嵩上げ)の内訳は、道路 24%、 住宅・市街地整備 14%、 治山・治

水 13%、 地域活力基盤整備 13%、 下水道 8%、 農業・農村整備 8%、 港湾・空港 5%な つている。こ

の 10年間で道路の占める割合が、3分の 1か ら4分の 1に まで縮小 しているが、依然として高い比重

を占めていることがわかる。

図表 3 行政投資額(23兆 円)の構成比 (2007年度 )

図 行政投資額の構成比 (2007年度 )
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(資料)総務省 (2010)『行政投資実績(2007年度)』 により作成。

近年、国家的プロジェク トとして推進 されてきた巨大地域開発の破綻 もま

た。1980年代以降、民活路線の下で第 3セ クター方式による民活型大規模プ

た目立つようになってき

ロジェク トが推進されて

*9 道路特定財源の見直しと地域活力基盤創造交付金については、国土交通省資料による。

*10 国の公共事業関係費 (一般会計予算と決算)については、財務省資料による。
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きたが、バブル崩壊以降の 1990年代から2000年代にかけて、民活型臨海部開発事業の経営破綻が相

次いだ。1997年に大阪府の第 3セ クター泉佐野コスモポリス (負債額 607億円)が破綻した。大阪市

の第 3セクター大阪ワール ドトレー ドセンタービルディング (WTC:負債額 982億円)、 アジア太

平洋 トレー ドセンター (ATC:負債額 1,263億 円)は 2003年 に 1次破綻し、2009年に 2次破綻し

た。膨大な累積債務は市民の負担として残された・1ヽ 横浜みなとみらいの未利用地についても土地開

発公社借金が 1,500億 円も残されたままになつており、金額では全国最高である。さらに東京臨海副

都心についても、6つの公社が軒並み累積赤字を抱えた状態が続いてきた。2005年に東京都の第 3セ

クター東京ファッションタウン (負債額 898億 円)、 タイム24(負債額 497億円)が民事再生を行つ

たのに続いて、2006年には東京テレポー トセンター (負債額 1,170)億 円、東京臨海副都心建設 (負

債額 1,440億円)、 竹芝地域開発 (負債額 1,190億 円)な どが相次いで民事再生に入つており、いず

れも負債総額は膨大である■2。

1998年に策定された「21世紀の国上のグランドデザイン」では、北東国土軸、日本海国土軸、太平

洋国土軸、西日本国土軸に対して、高速交通インフラの整備、大都市リノベーシヨンの推進、地域連

携軸、広域国際交通圏を形成するという膨大な計画であり、1990年から実施された公共投資基本計画

(10カ年計画)は、430兆 円から630兆 円に上方修正された'B。 全国いたるところで開発が行われる

一方、自治体財政難が深刻化し、リゾー ト開発などの相次ぐ破綻を受けて、全国で住民投票条例を求

める動き、市民オンブズマンによる財政チェック機能の強化、市民参加の要求の高まりといつた動き

が活発化した。こうした状況を受けて、2008年には、国土形成計画全国計画閣議決定された。その後、

財政投融資計画の見直し、道路公団民営化、道路特定財源の一般財源化などがすすめられ、行政投資

額は大幅に縮小されたが、日本型公共事業の構図は変わらず、選択と集中のもとで、巨大公共事業が

推進される傾向は続いている。多くの公共事業において、甘い需要予測、環境アセスメントの有名無

実化、事業推進を前提とした費用便益分析が行われており、市民サイ ドからの再検証の必要性が求め

られていつたのである。

こうして、全国の地域で従来の外来型開発中心の地域政策に代わる内発的発展を模索する動きが展

開していくことになる。

Ⅱ「内発的発展」論と「維持可能な発展J論

(1)内発的発展論の提唱 (1970年代)

ここで、地域再生をめぐる議論の展開について紹介しておこう。 「内発的発展」論は、発展途上国

の新たな発展モデルとして提唱されてきた。スウェーデンのタグッ マヽーショル ド財団報告書 (1975)

*11 全国で第 3セクターによる累積債務は8兆円 (2009年度)に ものぼる (総務省資料による)。 第 3

セクターの一つである大阪市のワール ドトレー ドセンタービルディング (WTC)の場合、2003年 に982億

円の負債を抱えて 1次破綻し、2009年 3月 に 2次破綻した。今後、金融機関に対する債務残高 491億円に

は公的資金が投入される予定になっている。総事業費 1,200億円をかけて建設されたが、テナントの入居

がすすまずに、床面積の7割に大阪市の部局が入居している (大阪市資料による)。

中12 帝国データバンク、東京商エリサーチ等の調べによる。

中13 「21世紀の国土のグランドデザイン」では、「多軸型国土の形成」が提示され、「自立の促進と誇

りの持てる地域の創造」など5つの基本的課題を設定し、基本的課題の達成に向け、「多自然居住地域の

創造」、「大都市のリノベーシヨン」、「地域連携軸の展開」、 「広域国際交流圏の形成」の4つの戦略
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『なにをすべきか』では、 「もう一つの発展」を提起している
14。

欧米中心の近代化方式というひと

つの価値観による発展ではなく、それぞれの地域の文化に根ざし、その地域の住民達の倉」意工夫、協

力による発展が必要だという、発展途上国や非同盟国の認識から生まれた理論であつた。

こうした発展途上国の内発的発展モデルを地域に応用する形で、議論を発展させてのが社会学者鶴

見和子氏である。鶴見和子氏は『内発的発展論』の中で以下のように述べている。

「目標において人類共通であり、日標達成への経路と、その日標を実現するであろう社会のモデルに

ついては、多様性に富む社会変化の過程である。共通目標とは、地球上のすべての人々および集団が、

衣・食・住・医療の基本的必要を充足し、それぞれの個人の人間としての可能性を十分に発言できる

条件を創 り出すことである。それは、現在の国内および国際的な格差を生み出す構造を、人々が変革

して行動することを意味する。そこへ至る経路と、日標を実現する社会の姿と、人々の暮らしの流儀

とは、それぞれの地域の人々および集団が、固有の自然生態系に融合し、文化遺産 (伝統)に基づい

て、外来の知識・技術・制などを照合しつつ、自律的に創出する、地球規模での内発的発展が展開さ

れれば、それは他系的発展となる。そして先発後発を問わず対等に、相互に手本交換することができ

る」・150鳴見 1989)。

ここでいう内発的発展とは、政治権力や経済権力の奪取を目的とするものではなく、人々が自分自

身を発展させ、自分たちの持っているものを発展させるために、自分たち自身を組織するという第 3

システムの,つであると位置づけているところに最大の特徴がある。

また、西川潤氏は、内発的発展とは、①経済学のパラダイム転換を必要とし、経済人に代え、人間

の全人的発展を目的として想定し、②参力日、協同主義、自主管理の組織的形態をとり、③地域分権、

生態系重視、自立性と定常性を特徴とするような経済発展 (西川 1989)であると述べている
°
`。

経済

学そのもののべの挑戦状ともいえる議論であり、興味深い。

さらに保母武彦は、内発的発展を以下のように定義づけている。

「 (内発的発展とは)欧米が工業化していつた経験をもとに構築された近代化論が公認する単一の価

値観ではなく、宗教・歴史 。文化・地域の生態系などの違いを尊重して、多様な価値観で行う、多様

な社会発展であるJ*′

「①環境・生態系の保全及び社会の維持可能な発展を政策の枠組みとしつつ、人類の擁護、人間の発

達、生活の質的向上を図る総合的な地域発展を目標とする。②地域にある資源、技術、産業、人材、

文化、ネットワークなどのハー ドとソフトの資源を活用し、地域経済振興においては、複合経済と多

種の職業構成を重視し、域内産業連関を拡充する発展方式をとる。地域経済は閉鎖体系ではないため、

地域主義に閉じこもるのではなく、経済力の集中・集積する都市との連携、その活用を図り、また、

必要な規制と誘導を行 う。国家の支援措置については、地域の自律的意思によりその活用を図る。③

地域の自律的な意思に基づく政策形成を行う。住民参カロ、分権と住民自治の徹底による地方自治の確

立を重視する。同時に、地域の実態に見合つた事業実施主体の形成を図る。」 (保母 1996)

を推進 してい くこ とが示 され ていた (国土交通省資料 による)。

・ The Dag HarmarttOld Fomdalion,(1975),Dag Hal― arsttold Repo■ ∞ Development and lntemationd

corporation, `澪ゝ α′フVο″,'prcparcd on the occasion oftho Unied N/atlons General Assembly,New YOrk,the

Dag Halmllarsttold fOundation

*15鶴見和子ほか編 (1989)『 内発的発展論』東京大学出版会による。その他、鶴見和子 (1996)『 内発

的衣発展論の展開』筑摩書房などを参照。
*16 西り|1潤 (1989)〈 同上書所収の論文)に よる。
*17保母武彦 (1996)『 内発的発展論と日本の農山村』岩波書店。
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ここでいう内発的発展論は、閉鎖的な地域主義という議論ではなく、経済力の集中・集積する都市

との連携やその活用を図ることなどを盛り込んだ新しい議論であることがうかがえる。こうした内発

的発展論に立脚 した地域再生の試みは、全国の自治体で試みられようとしている。近年、こうした内

発的発展論にカロえて、維持可能な発展論が結合し、新たなる展開を見せ始めている。

(2)「維持可能な発展」論との結合 (1980年代以降)

ナステイナブル・ディベロプメント論 (維持可能な発展論)は、環境と開発に関する世界委員会 (1984)

での『我ら共有の未来』での定義から紹介されることが多く、同委員会での提起が最初であるとされ

る・18。

「持続的発展とは、将来の世代が自らの欲求を充足する能力を損なうことなく、今日の世代の欲求を

満たすことである。持続開発の概念にはいくつかの限界で内包されている。それらは絶対的な限界で

はなく、今日の科学技術の発展の状況であるとか環境をめぐる社会組織の状況あるいは生物圏が人間

活動の影響を吸収する能力といつたものである。しかし経済成長の新たな時代への道を開くための技

術社会組織を管理し、改良することは可能である。」

さらに、国連環境開発会議 (1992)においても、人類共通の課題として地球環境の維持可能な発展

(S“五mble Dcvelopnlentlが 承認された。内発的発展論と環境をキーワー ドとする地球規模での維持可

能な発展論が結合 して、新たなる展開がみられるようになっていくこととなる。宮本憲一氏は、維持

可能な社会をめざすべき理由として以下のように説明している。

「多国籍企業が主導するグローバリゼーションによつて、国際的・国内的な貧富の格差、環境問題、

労働条件の悪化などの社会問題を引き起こしている。グローバル・スタンダードはアメリカン・スタン

ダー ドであり、大量消費のアメリカ型生活様式と文化が世界を覆いつつある。その背後には、新しい

帝国主義と呼んでもいいような軍事力によるアメリカの覇権主義がある。どのようにして人類が平和

共存し、絶対的貧困から脱却し、それぞれの多様な生活習慣や文化を維持していくかが今我々に問わ

れている課題である。その課題を解決するためには、今の新自由主義による市場原理主義を修正しな

ければならない。さらに進んで維持可能な社会 (SustJnabに Sode")をつくらねばならないであろう」

'19

さらに、宮本憲一氏は、内発的発展については、 「 (内発的発展 とは)地域の企業・組合などの団

体や個人が自発的な学習により計画を立て、自発的な技術開発をもとにして、地域の環境を保全 しつ

つ資源を合理的に利用 し、地方自治体と住民組織のパー トナーシップで住民組織をこう以上させる地

域発展」である
*20と

定義 し、目的の総合性、開発の方法、主体について以下のように述べている。

①目的の総合性……これまでの開発は所得・雇用・人口などの増大を目的としてきた。それは結果と

して実現するものであり、安全、健康、自然の保全、美しい景観・歴史的文化財の保全、福祉・教育・

文化の向上、何よりも住民の人権の確立を目的にしなければならない。

*18 World Conllnissim oll EIlvronment alld Development,(1984),② ′働 ″″
“
 乃″″σ,Oxford Paperback

Reference都 留重人氏は「持続可能な発展」 とい う訳について、主体的に開発を持続するために環境 を保全

することを示しているとして、 「維持可能な発展」と訳すべきと主張しており、宮本憲一氏もまたこの訳

を指示すべきであると論じている。ここでは、両者の見解を支持して、維持可能な発展と訳しておきたい。

Ⅲ19 宮本憲一監修 (2008)『環境再生のまちづくり』ミネルヴァ書房。

Ⅲ20 宮本憲― (2000)『 日本社会の可能性』岩波書店ほかを参照。
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②開発の方法……地域内の資源をできるだけ利用し、技術や知恵で付加価値をつけ、地域内産業連

関をつくりだし、社会的剰余を地域内に再投資し、とくにそれにより地元の福祉、教育、文化、学術

の発展に寄与する。

③主体は地元の自治体・社会組織・住民……地域の企業、個人協同組合、NGO、 31POな どが主体であ

る。内発的発展といつてもツト外主義ではなく、人類の叡智や資金を広く活用する。しかしあくまで主

体は地元にあり、先の目的を果たすために外部の資金や人材の応援を求める (宮本 2008)。

宮本憲一氏の内発的発展論と維持可能な社会論は、21世紀において地球規模での環境問題が課題と

なつていく時期において、従来の外来型開発中心の地域政策に対する新しい論点を提示しているとい

える。

さらに、岡田知弘氏は、地域衰退要因分析から地域再生の課題を提起している。経済のグローバル

化が進行するとともに、 「二重の国際化J、 つまり「海外直接投資の急増に象徴される資本蓄積の国

際化」と「多国籍企業のグローバルな蓄積を支援する政策の国際化Jに よつて、地域衰退がカロ速して

いる実態を解明し、地域内再投資力を高めることによる地域再生の方向性を打ち出している (岡 田

2005) ・21。

歴史を振り返ってみると、 すでに 1936年に関-422は、『都市政策の理論と実際』のなかで 「住み

心地よき」都市づくりを提唱しており、いわゆるアメニティ都市論の先駆者でもあつた。関一は、 ド

イツのビスマルク的国家社会主義や英米流ナショナル・ミニマムとも異なる「都市社会政策」の必要

性を説き、「住宅問題と都市計画」の中で、フランス王宮中心の都市美観主義・23ゃ集中主義の都市建

設を批判し、イギリスの住宅中心の都市政策を重視する見解を示していた。衛生・実用主義の重要性

を説きながらも、中心部の街路においては都市美観と実用主義、街路沿いの銀杏並木も重視しており、

郊外の未開発地では田園都市の思想を取り入れ、住宅中心の開発を行うべきと主張していた。また、

地方行財政を中央集権主義から地方分権主義に改めるべきと主張していたのである。現代では、グロ

ーバル化、少子高齢社会への転換に伴 う新たな都市政策の課題が浮上しているが、関一思想のもつ現

代的意義は大きい。

では、観光都市の再生といった場合に、いかなる課題があるのか。本稿では、内発的発展論、維持

可能な社会論に加えて、地域セーフティネット論を提唱したい。そのためにはナショナル・ミニマム

を保障するための国による財源保障機能を強化することを前提とした自治体財政再建論や「新しい公

共」の担い手であるhlPOや市民との連携などといつた課題も重要な論点となる。以下、熱海市の地域

経済と財政を取り上げて、地域再生の課題を探ることにしたい。

Ⅲ 観光都市の現状と課題―熱海市の事例

(1)熱海市地域経済の現状

熱海市は、訓司県最東部に位置する伝統的な温泉を中心として形成。発展してきた観光都市で、2007年 10月

*21 岡田知弘 (2005)『地域づくりの経済学入門』自治体研究社。

中22関―は、1873年静岡県生まれ。社会資本整備、社会政策の理論に詳しい。もと東京高商 (一橋大学)

教授。大蔵省を経て 23歳で新潟商業高校校長、1897年東京高商教授となる。東京高商では、交通政策、

商業政策、工業政策、社会政策などH冊の政策論の著書がある。

*23 フランスオスマンの美観主義をさす。
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1日 現在の人口 41,286人 を擁する地方小都市でもある 。地理的には南は相模灘に面し、三方を山に囲まれた

総面積約 61.55平方hの都市だが、そのうち33.3%が山林となっており、急峻な地形のために平地が少なく宅地

面積は 10.8%、 農地面積は 7.3%と いう特徴を有している。したがつて、中心市街地も海岸線から山腹にかけて

階段状に形成されており、熱海の東海岸地区におけるすり鉢状の見事な景観を醸し出している。南東約 10キ ロ

メー トルの海上には初島があり、伊東市、大仁町、韮山町t函南町、神刻 |1県湯河原町と隣接しているが、熱海

という強い地域的アイデンティティをもち、合併せずに単独市として存続する道を貫いている自治体でもある
+25

熱海市の人口の推移をみると、1965年に 5万 4,540人 とピークを迎えるが、その後年々減少し、2007年には

4万人余にまで減少した (図表4)。 人口比にすると4分の1にあたる人口が減少したのである。人口動態の

誘因は、大きく分けて自然動態と社会動態に区分される。自然動態では出生数が死亡数を下回つているため、人

口の自然減という特徴がみられるが、その一方で社会動態では転入数が転出数を上回るといった現象がみられ

る。これはのちにみるように、リゾー トマンションを購入した現役世代が定年後に移住しているケースが多いた

めと考えられる。また、高齢化率も高く、1980年の高齢化率は H.5%だつたが、2005年度には実に31.8%0005

年国勢調査)にまで達している。この数値は、静岡県下 23市中で最も高く、県内市平均の20.3%を大きく上回

つている 。

市の人口推言―Hこよると、2020年には3万人にまで減少するとされる一方、高齢化率は45%以上になると予測

されている 。国立社会保障 0人口問題研究所の全国推計では、2005年をピークに減少を続け、2015年には 4

人に 1人が65歳以上となり、2055年には高齢化率が約 40%に達するとされるが 、熱海市の場合にはそれをは

る力ヽ こ上回る勢いで高齢化が進展しているという事実が窺える。いわば、超高齢社会の実験場でもある。

図表 4 熱海市における人口の推移 (1960～ 2005年度 )

図1 熱海市における人口の推移
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*24熱海市の名前の由来は、温泉が海の中から湧き出し、海水がお湯のように熱くわきかえつた為、「あつみが崎」と

いわれるようになり、「あつ水」の略とも「あつうみ」の転じたものともいわれている。1885年には温泉の科学的効

能についての研究が行われ、大湯に浴医局、温泉取締所、大湯運動場などがあり、入湯療養の患者を診察治療すると

共に、吸入療法や浴法の指導が行われた。これはヨーロッパの温泉場を真似たもので、当時としては最先端の近代施

設で、日本における初めての本格的温泉療養施設であったという(熱海市市史編纂室編 (1980)『熱海市史』による)。

±25最近熱海市が実施した市民アンケートによると、8害J以上の市民が合併に反対であると回答したという (熱海市

ヒアリング調査による)。

*26熱海市『熱海市統計書 平成18年度側 による。

*27静岡県内市町村の比較については、静岡県『市町村の指標』各年度版による。

*28熱海市観光戦略室『熱海市観光の現状について』2007年 7月 13頁添付の表による。

*29全国の人口推計に関しては、国立社会保障・人口問題研究所の推計値による。
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(資料)熱海市 000 M市 統計書 祠或18年周測 により掏曳

次に市の産業別就業人目 的 2月ヽ の構成についてみると、2CX15年現在では、第 1次産業の比率がオ刃→か

17%しかなく、第2次産業が 13%、 第 3次産業が85%も 占めていることがわかる。第3嘲 時 的 1万

7KX10ノ八0の うち「飲食店、宿泊当 に分類される雇用者は3割、「卸・ガ濃 」は2割と、観光関連産業の比

率が5割を超えているという状況が浮かび上がってくる。サービス経済化が極度に迫熙した地域であるとの見方

もできる。

図表 5により、産業別人口の推移についてみると、1986年の事業所数 4,784、 従鯰 t2万 8,000人、であ

つたのが、鈴01年には事業所数 3,713、 従業者数約 2万 4000人、21X6年には事業所数写郎、従業者数2万却ω

人にまで減少していることがわかる。産業別生産額では、旅鮪が最も高く全体の4分の1を占めており、次いで

不動産 (9%)、 医療・保健・衛生 (7%)、 建築 (7%)などとなつている。つまり、 隣 Jに代表される

観光畔 に大きく依存した産業構造になつているのであり、観光業の衰退は地域経済の衰退と強く結びりい

ているという機 が窺える。市の試算では、旅館部門へ10億円の投資に対して 16億円の中 が生み出

されるとさオu多くの地元産業への影響がみられる 。

そこで、近年における観光客の変化について検証しておこう。図表 6により入湯税からみた観光客入込

み客数の推移をみると、1988年度の 810万人から1996年度の 910万人をピークに年々減少傾向を示し、

2005年度には730万人とピーク時の 180万人もの減少がみられる。宿泊者も年々減少しており、1988年度

の425万人から2CX15年度には291万人にまで減少し、ホテルや旅館の経営を直撃した また、図表 7によ

り、ホテル・旅館の数でみると、入込

―

客の減少を受けて、ピーク時にあたる 1972年度には

298軒であつたのが、1988年度には 182軒となり、2005年度には 132軒にまで3分の 1にまで減少してい

る。特に、近年では1999年度から2KXXl年度の 1年間だけでも50軒ものホテノメ働筒場

“

潮沙 しており、

2000年度から2005年度の5年間には、5“ 軒から378軒にまで loo軒以上もの急激な減少がみられる。ま

た、寮・保養所はピーク時の 1984年度 629軒、1988年度 544車R2005年度には246軒にまで半減してい

る。

以上のことから、これまで観光都市としての成長を続けてきた¨ が大きく転換し、人回の相対的衰

退 極端な高綱ヒ翻 業に特 ヒした赫 という特質と観光業の相対劫隷助湖壇対騎斉に多大な影響を及ぼ

していることがわかる。

図表5 熱海市における産渫男」序業所数と従業者数の推移 l1986～20%年度)

単位 ;車R人

産業分類
1986年 1996年 2001年

事業所数 従業者数 事業所数 従業者数 事業所数 従業者数

農業

漁業

建設業

製造業

4

6

318

166

31

138

2,081

1,030

3

6

355

118

15

121

2,150

812

５

　

５

　

８

　

４

う
る
　

０

´

３

25

76

1,801

610

*30熱海市観光戦略室の試算による。
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電気・ガス・

熱供給・水道業

運輸・通信業

卸業・小売業・飲食店

金融・保険業

不動産業

サービス業

公務

ll

70

1,978

48

253

1,907

23

244

1,693

7,490

472

820

14,105

723

11

71

1,756

39

307

1,474

25

254

1,464

7,645

351

1,090

13,458

735

10

69

1,543

39

323

1,270

27

195

1,204

6,436

327

1,189

11,819

698

合計 4,784 28,827 4,165 28,095 3,713 24,380

産業分類

2006均F

事業所

数

従業者数

農業

林業

漁業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供

給・水道業

情報通信業

運輸業

卸・小売業

金融・保険業

不動産業

飲食店・宿泊業

医療、福祉

教育、学習支援業

複合サービス業

サービス業

公務

4

1

4

295

75

11

17

34

753

26

318

834

140

90

21

575

25

16

5

76

1,639

443

285

105

692

3,773

226

1,068

6,388

2,197

865

217

3,393

645

合計 3,223 22,033

01986年は7月 1日現色 1996気 2X11年ヽ知%年は 10月 1日現色

傷卦D― ・中 による。
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図表 6 熱海市における観光入 り込み客数の宿泊客の推移 (1973～ 2005年度)

図 熱海市における観光入り込み客数と宿泊客の推移

一
観光入り込み客数

警 宿泊客

(資 料)熱海市『熱海市統計書』各年度版により作成。

図表7 熱海市におけるホテル・旅館、寮・保養所の推移 (1989-2005年 度)

単位 :軒

年度 ホテル 0旅館 寮・保養所 合計

1989

1990

1991

1992

1993

1994

1995

1996

1997

1998

1999

2000

2001

2002

2003

2004

2005

726

720

710

699

679

663

655

627

588

570

552

503

448

422

412

394

378

182

182

181

179

171

170

168

161

152

149

150

139

133

132

136

136

132

544

538

529

520

508

493

487

466

436

421

402

364

315

290

276

258

246

(資料)熱海市財政部資料による。

(2)熱海市財政の現状と課題

では、自治体財政にどのような構造転換がみられたのか、検証しておこう。まず、1990年代から2006年度ま

での一般会計目白甥 1歳出決算額及び構成比の推移についてみると、1990年代に最も突出している費目が土木費

であった (図表 8、 付表 1)。 衛生費は、廃棄物処理施設整備の関係で2度ほど急激に上昇した時期があり、1998
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年度と20鬱 年度には最も高い費日となっているりヽ さらに、民生費に着目すると、211el年代に入つて以降、土

木費に代わつて徐々に上昇傾向にあることが窺える。高齢化比率が 30%を超える状況下で、とくに高齢者福祉

を中心に需要が大きくなつていることとの関連が大きし、

2006年度決算額についてみると、民注費、総務費について高くなつてきているのが公債費である。公債費は、

1990年代に拡大した土木費との関連が大きく、全国的に景気対策のために地方単独公共事業が拡大した時期と

重なつており、熱海市でもそうした影響が出ていると考えられる。とくに、土木費の中では清掃工場等に関わる

建設費が高く、新清掃工場「エコプラント姫のフ町 の建設費や熱海市指定有形文化財「起雲閣J 飾 市文化観

光サロン)の取得及びその整備費などに市債が充当されてきた。これに加えて、国の景気対策によって減税補填

債などが増発されてきたという経緯もある。ピーク時にあたる1998年にヤよ 36億円を超える市債が発行さ3-C

いるが、その後は歳入総額に占める市債の割合は下がつている。

2006年疲決算における地方債現在高については、功嘲響)が 157億 5,300万円、その他が43億 5β00万円で、

実質公債費比率は 13″ と、全国的にみればそれほど高いわけではなし、

実際、日本経済新聞社による実質公債費比率全国ランキングでは、全国る1位である。

図表8 熱海市目醐 llt岬 の推移 l1990-alllび判鋤

図 熱海市目的別歳出決算額の推移(1990～ 2006年度)
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毎―消防費

教育費

災害復旧費
ヾ ゞ

年度

ゞ ド が

(資料)熱海市「決算カードJ各年度により作成。

控質別歳出決算額についてみると、経常収支比率や人件費比率が比較的高く、訓岡県内でも高いとされる。そ

の原因の一つとして職員構成の高齢化などが指摘されてきたが、人件費については、定員適正化計画に沿つた形

で職員数が削減され、人事院勧告に基づいて給料の減額や諸手当の見直しなどがすすめられた結果、1999年度

をピークに減少している。2001年度に人件費が増加したのは、前年度に比べて退職者が増加したことに伴つて

退職手当が増加したためである。団塊の世代の退職手当には約 37億円が充当されている。また、扶助費では、

景気の低迷や高齢化の進展、医療費の増加を反映して、生活保護費や医療助成費などが大きく増加し、1997年

に比べ 136倍の伸びとなっている。

次に投資的経費についてみると、1998年度に先に掲げた新清掃工場 「エコプラント姫の沢」の建設により、

約 43億円の事業費が支出されているが、それが力載したことで1999年度には、前年に比べて511%の減少とな

*31 本稿では、紙面の都合上資料は割愛 したが、詳 しくは拙著 (20H)及び拙稿等を参照のこと。
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っている。2∞0年度にはマリンスパあたみ整備事業 的 95億円)や泉小中学校の改築事業、2001年度には、

泉小中学校改築事業 的 75億円)榊 海駅前自転コ鼈 建設事業などが実施さね
^2002年度と2Cll13年度に

は、国際医療福祉大学附属烈旬刺揃鯖殖師許膨詮 として計30億円 (各年度 15億円)を支出している。特に、

病院補助金に関しては、日立病院が閉鎖されることに伴つて、病院を存続させるために市が病院の赤字を負担す

る形で誘致したものである 。

21X4年と2006年度においては、先に述べた「起雲羽」を対象としたまちづくり交付金事業などが実施されて

きた。 睦 閣Jは 1919年に別荘として建築されたもので、1947年に旅館として操業され、太宰治・山本有三

ら多くの文豪たちが木ll用 した文化的価値の高●瑳 築物である。1990年代に旅館は廃業となり、一度は高層ホテ

ルの誘致がすすめられてきたが、住民運動により保存されることとなつた 。2000年に熱海市が取得して市の

有形文化財として保存し、一般公開が行われている。いずれをとってみても、廃棄物処理施設、医療施設、教育

施設、文化施設など市民生活を支えるための支出であるといえる。

補助費については、211113、 20鉾 年度には、熱海花の申 営費に対する補助費を中心に増加した。また、

他会計への繰出金については、特に 1990年代後半以降に急増しており、国民健康保険事業会計への繰出金が大

きくなっている。近年の高齢化や貧困化を反映して、全国的に国保会計の赤字が拡大しているが、熱海市におい

てもこうした問題が徐々に顕在化している。さらに、1995年度から21X15年度までに積立金の取り崩しがすすみ、

「エコプラント姫の測 建設費に266億円、国際

…

引瑚言熱笏 助金に30億円、同病

院馘諄鞠勘 に9.1億円、蜘 に65億円、順 鵬 当に376億円、岬 にH億円を提 計ヤ概

れて財政運営が行われてきたが、1995年度に132億円会った基金は 19億にまで急減し、財政問題が表面化する

引き金となっている。

次に、一般会計歳入面について検証しておきたし、 歳入総額は 1989年度に 190億円程度だったが、バブル期

には年々拡大し1993年度には236億円にも達する。バブ劫 壊とともに配 u劫少ヽし、2000年度には29億円、

2006年度には 194億円と1989年頃の水準にまで宿Jヽ している (図表 9、 付表 2・ 3)。

熱海市における一般会計歳入の特徴の一つは、固定資産税を中心に税収の割合が相対的に高いこと、つまり自

主財源比率が高いことである。しかし地方税取額でみれアよ バブル期にピークを迎えた地方税収は 1990年代か

ら201Xl年代以降、ホテルや旅館の廃業等に伴う影響を受けて、固定資産税怖 、ヽ・個人住民税が落ち込み、減

少の一途を辿っていくこととなる。1997年度の地方税収は 138億円であつたが、2006年度には 108億円と、過

去 10年間だけでみても30億円もの税収減となつている。

・ 32国立痢亮統亮合に伴う民間病院の誘致に関しては、当初の経常赤字を市が負担することになっているという (熱

海市財政課ヒアリング調査による)。

■33「起雲閣」でのヒアリングによる。
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図表 9 熱海市一般会計歳入の推移 (1990～ 2006年度 )

図 熱海市一般会計歳入の推移(1990～ 2006年度)

1 1 1
9  9  9
9  9  9
7  8  9

年度

口地方債

□諸収入

国繰越金

■繰入金

圏寄附金

田財産収入

目都道府県支出金

田国庫支出金

□手数料

圏使用料

■分担金口負担金

田交通安全交付金

囲 特別交付税

国軽油・自動車取得交付金

■特別地方消費税交付金

ロゴルフ場利用税交付金

□利子割交付金

田地方譲与税

国地方税

(資料)熱海市「決算カード」各年度により作成。

図表 10よ り2006年度における市税収入の内訳をみると、固定資産税の割合が49%と 半分近くを占め、個人

市民税 18%、 都市計画税 10%、 市たばこ税 8%、 法人市民税 5%。 法定外普通税 5%入湯税4%などといった

構成になつている。個々の費目ごとに税収の推移についてみると、固定資産税は1997年度に71億円であつたが、

2006年度には53億円にまで減少した。個人市民税は27億円から20億円弱に、また法人市民税も6億 7,000万

円から5億 9,000万円にまでそれぞれ減少している。市の市税収納率は低く、2005年度の実績では 76%と静岡

県内23市中22位 となっており、過去数年は同じような状況が続いている。それは、ホテルや旅館の廃業に伴う

失業者の増大や高齢化の進行によつて、貧困化がすすんでいるためである。市は200万円以上の大口滞納者に対

して「市税大口滞納者に対する滞納処分規定 (内加 」を制定して滞納処分の強化を図るとしている。また、マ

ンション建設などを進める開発業者を対象とした法定外目的税「
(イ厠射 景観保全税」 などの新税導入が検討

されている。

図表10 熱海市地方税の推移 (1990～ 2007年 度 )

8,000,000

7,000,000

6,000,000

言
:|!!|||||

2,000,000

1,000,000

0

― 個人市民税

― 法人市民税
:固定資産税
|1 軽自動車税

― 市たばこ税

― 特別土地保有税
……゙ 法定外普通税

一一 目的税

……ヽ入湯税ござごごごござざヾゞゞゞゞゞゞゞゞ
年度

(資料)熱海市 「決算カー ド」各年度により作成。

±34法定外目的税は、2000年の地方分権一括法によつて創設された地方税だが、全国的に環境目的税として課税して

いる自治体が多い。
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公営企業 3会計を中心に債務の実態などについて検証すると、2005年度における詢艶新機 は373億円で

あり、そのうち、一般会計の債務が約 21Xl億円、下水道会計が140億円、水道会計が23億円、温泉会計が5億

円であり、公営企業3会計の債務総額が168億円と大きな比重を占めている。下水道、温泉ホテル終嚇群Rさ ら

にはリゾートマンションの建設等に伴う新たな需要に対応するために、下水道事業を中心に公共投資が拡大し、

それが動 を逼迫させる誘因となったのである。また、税硼 率と同様に未収金の割合も高し、 2u15年度に

おける未収金は下欅 で4億軍∞ 万円、水道事業で4億ダ閲 万円、温泉事業で1億

“

舶 万円と合計すれ

ば 10億円にもなる。これは、ホテルや旅館の廃業に伴う影響が大きく、地域経済の衰退と貧困化が大きく影響

しているといえよう。

おわりに―サステイナビリティとセーフティネットの構築に向けて

これまで、日本型地域政策の特徴と内発的発展論や維持可能な発展論との関わりで、観光都市再生

に向けていかなる課題があるのかについて考察してきた。そこで明らかになった点は以下の通りであ

る。

まず第 1に、従来の温泉業を中心とする地域経済構造がバブル崩壊以降急速に変化し、とくに 2000

年代に入つて加速化したことである。85%を観光業で占めるという地域経済構造をもつ熱海市にとつ

ては、観光業は地域産業の要でもある。2000年代に老舗旅館が 1年間に 50件 も廃業されるというの

は、きわめて異常な事態であるといわざるを得ない。その後、旅館の跡地に高層リゾー トマンション

などが立地し、景観破壊が進んだことがさらに旅館の廃業を助長するという悪循環に陥つたのである。

外来型開発ともいえるリゾー トマンションの林立など地域経済をゆがめ、雇用を激減させたのである。

サステイナブル・ソサイエティヘの転換を促しつつ、景観保全と地元雇用の創出を含めた地域再生の

方向性が求められる。

第 2は、高齢化率の高さと貧困化である。リゾー トマンションの所有者が首都圏に多いことからも

分かるように、定年退職後に熱海市に移住するケースも多く、そのことがさらに高齢化率を押し上げ

るとともに、財政需要を膨らませるという結果を生んだ。一方では、旅館の廃業に伴 う失業者の多く

が、地元の雇用に吸収されず、さらなる貧困化をもたらした。このことは、静岡県内市と比べた保護

率の高さからも窺い知ることができる。高齢社会の対応した地域セーフティネットを構築していく必

要がある。

第 3は、連結赤字比率でみた場合、不交付団体でありながら、財政指標が悪化する原因の一つに、

下水道事業と廃棄物処理事業に関わる公共投資の高さがある。熱海市では、観光地であるという特殊

性から、人口比でみた財政需要が極端に高くなるという傾向がある。また、国立病院の統廃合による

地元への影響も大きく、それを緩和するために自治体が多大な負担をもつという、いわば国の負担を

地元に転嫁するといつた面での影響も大きい。

また、地域経済の衰退や貧困化との関わりで言えば、税収が鈍化する一方、税や上下水道料などの

滞納が増え、それがさらに財政を悪化させることにもつながっている。国の方針では、受益と負担を

明確化すべく公共料金を引き上げる方向が示されているが、地元における雇用問題や貧困問題を解決

しない限り、抜本的な解決策にはつながらない。

現在、熱海市では、地方財政健全化計画を打ち立て、人件費や行政サービスの見直し、公共料金の

引き上げなどを掲げている。全国的に、地方財政健全化法の適用を前に減量型の財政健全化計画を打
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ち出している自治体が多く、無原則なサービスの切り捨てや公共料金の引き上げは地元の貧困化と衰

退を助長しかねない。むしろ、リゾー トマンション立地事業者へのインフラ整備に関わる事業者負担

の強化や市が検討している「景観保全税」を課税する方向などが求められるのではないか。

また伊東市の場合には、人口や観光客は微増rty向 にあるものの、全体的に非正規雇用が拡大するな

ど雇用形態の変化の過程で貧困化がすすみ、生活保護世帯も増加傾向にある。また、下田市の場合に

は、人口がかなり減少傾向を辿り、高齢化と生活保護世帯の増加、国保滞納者の増加にもみられるよ

うに、伊東市以上に貧困化がすすんでいる。そうしたことが、自治体財政を逼迫させ、市民サービス

の低下や公共料金の引き上げに拍車をかけて、それがさらに貧困を拡大させるという悪循環に陥つて

いるのである。

いずれも共通しているのは、地域産業の中心をなしてきた観光産業の低迷と雇用の変化や、国によ

る三位一体改革などの影響を受けて、これまで以上に医療や福祉への需要が高まったことである。1990

年代の国立病院再編の影響を受けて、伊東市が新たな市民病院建設のために財源捻出に苦慮している

のもそのあらわれであろう。また、下田市では、老朽化した共立湊病院の建て替えをめぐる議論が展

開している。また、熱海市でも国立病院統合再編に伴つて病院の誘致が必要となり、誘致に際して 30

億円もの経費を要した。地域再生のためには、地域におけるセーフティネットを構築する必要があり、

国の財政責任を明確にした上で、分権型福祉社会に向けた実践的試みを推進していくことが求められ

ている。

ところで、地域セーフティネット取り組みの先進的事例ともいわれる盛岡市では、市部局、生協、

NPOと の連携を強化 して、生活困窮者救済のためのネットワーク化を図つており、新たな地域再生

の方策として注目されている・35。 生活困窮者のための制度は、縦割り型の国の官僚システムなどの影

響を受けて、非常にわかりづらいものとなっている。それに加えて県や市独自の制度が複数存在して

いる。盛岡市ではNPOが 中心となって、それらの制度をメニュー化し、生活困窮者がどの窓口に相

談にきても柔軟な対応ができるシステムを発展させている。

盛岡市生活保護課では、申請者があればすべて受理しており、抑制する方針はないという。電力会

社や収税担当者から滞納の通知を受ければ、何らかの形でサポー トする体制をとることにしている。

国保課によると、2008年度の国保加入の約 6万 7,000世 帯のうち、半数以下が年収 200万以下であり、

ゼロから 100万未満の世帯が 1,200世帯あるが、そのうち滞納率は 24%、 1万世帯にのぼる。その中

には自殺予備軍も多い。盛岡市では 2008年から「ほほえみと太陽のプロジェクト」をつくつて、滞納

者にはまず生活相談からはじめることにしたという。場合によつては、消費生活センターと連携して

債務整理を行い、国保料を執行停止にして、生活保護の体制をとり、生活再建まで含めたサポー トを

イ子うという。

とはいえ、自治体とNPOだ けの取り組みでは限界がある。2010年度に盛岡市財政は 60億円以上

の財源不足になる見通しで、予算案では基金の取り崩しと起債が増発されることになっている。国保

会計は 2009年度に6億円の赤字を計上しており、すでに国保料を 748%も 引き上げることが決定さ

れている。保育所はすべて民営化方針が打ち出されるなど、さらなる課題が山積している。その意味

では、伊豆地域以上に多くの課題を抱えているともいえよう。

地域再生のためには、まず第 1に、国と地方を合わせた公共部門、とくに基礎自治体といわれる市

町村の役割の重要性を認識しておく必要がある。新自由主義の下で著しい社会サービスカットがすす

Ⅲ35 盛岡市消費生活センター、岩手県信用生協、NPO岩手サポー トセンターでのヒアリング調査による。
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んできたが、ナショナル・ミニマムやシビル・ミニマムを保障する論理を明らかにしなければならな

い 。

第 2に、地方交付税制度のもつ財源保障機能を高めていく必要がある。三位一体の改革の流れは、

ナショナル・ ミニマムは達成 されたとしてローカル・オプティマムヘの転換を前提 としたものだが、

ナショナル・ ミニマムさえ保障されない状況に追い込まれている事実を認識 しておく必要がある。ま

た、国庫負担金の見直しについても、1984年以来、国庫負担率の引き下げが実施 され、一般財源化が

すすんできた。しかし交付税による充分な財源保障されなければ、公共料金の引き上げなどによって、

市民の生活に多大な影響がもたらされることになる。生活保護や国保などナショナル・ ミニマムの保

障に関わるものについては、国庫負担とい う形での国の負担を明確にして、地方に対 して裁量権を拡

大する方向がのぞましい。

第 3に、地方 自治を発展させ、共同参画型福祉社会を充実させつつ、内発的発展の方向性を示すこ

とである。そのためには、自治体とNPOと の連携やネットワーク化が必要となる。熱海市では市指定

有形文化財 「起雲閣」などにおいて市民ボランティアがイドが活躍している。市民自らが市の歴史を伝えつつ、

文化財猜 るとともに、観光再生のために活躍しているのである。

第 4に、観光政策やまちづくりの面では、熱海市や下田市では景観条例を策定して、景観にも配慮

しつつ、新たな地域再生の方向性を模索し始めている。イギリスではアメニティ法が制定 され、地域

で豊かな環境を享受できる権利 として、アメニティ権を保障している。地域住民に対 して、ナショナ

ル・ ミニマムやシビル・ ミニマムの保障に加えて、アメニティ権をのどように保障 しつつ、維持可能

な社会に向けた地域再生を求めていくのかが問われているといえよう。

-31-



【厖笏ヽラ臓争二政[15R】

・熱海市史編纂委員会編 (196768)M史  上巻・下割

・遠藤宏― (1999)円代地域政策論一国際化・地方分権化と地域経営』古今書院

・岡田知弘 12005)『地域づくりの経済学入門』自治体研究社

・川瀬憲子一 (1995)「 地方中核都市の市街地再開発事業と自治体財政の変容―浜松市アクトシティ

開発事業の事例研究」田中克志・小桜義明編『地方中核都市の街づくりと政策』信山社

―――(1996)「高齢者保健福祉計画と財政」坂本重雄・山脇貞司編『高齢者介護の政策課題』御茶水

書房

。一― (1997)「 アメリカにおける州・地方財政構造の変化と財政危機―ニューヨーク州と他の北東部

諸州との比較分析」『経済研究』 (静岡大学)第 1巻第 3・ 4号、263-302頁

・―― (1999)「 市町村合併による政令指定都市への移行と行政サービスー静岡市・清水市合併の事

例研究」『都市問題』第 90巻第 3号、東京市政調査会、1999年 3月 、55‐73頁。

・―― (1999)「 大規模市町村合併と自治体財政―静清合併計画の事例研究」『経済研究』 (静岡大

学)4巻 1号、1999年 7月 、23-52頁。

。一― (2000)「 国・地方間の財政関係―『集権的分散』システムの構造と改革の課題―」宮本憲一

・小林昭・遠藤宏一編『セミナー現代地方財政』勁草書房、109-132頁

・―― (2001)『 市町村合併と自治体の財政』自治体研究社

・一― (2001)「 国庫支出金をめぐる諸問題と今後のあり方」『地方財務』第 562号、3月 、33-47

頁

・一― (2002)「財政的側面からみた市町村合併―静岡市・清水市と潮来市の検証」今川晃・田嶋義

介監修『合併する自治体、しない自治体―未来型自治体のための参加と自立のシナリオを探る』地方

自治職員研修臨時増刊号第 35巻、2002年 3月 号増刊、84-106 頁。

・一― (2002)「 財政効率からみた市町村合併」『中小商工業研究』第 72号、中小商工業研究所、

128-136頁。

・―― (2002)「地方交付税改革と市町村合併―「昭和の大合併」と「平成の合併Jの比較を中心と

して」『経済研究』静岡大学、 7巻 1号、2002年 7月 、73‐ 107頁。

・―一 (2003)「市町村合併と地方交付税改革」『都市問題』第 94巻第 1号、東京市政調査会、2003

年 1月 号、67‐85頁。

・―一 (2003)「市民が考える市町村合併と地方財政」オホーツク地域自治研究所、まちづくり行財

政研究会編『市町村合併問題をとおしてまちづくりを考える』オホーツク地 域自治研究所ブックレ

ット、1-21頁。

・―― (2003)「市町村合併の論理と現実」『地域開発』466号、2003年 7月 、6-10頁。

・―一 (2004)「地方自治制度の再編と地方財政」重森暁・田中重博『構造改革と地方財政』自治体

研究社、2004年、187-230頁。

・―一 (2005)「 1999年度合併特例法改正以降の大規模の市町村合併と自治体黙政―静岡市・清水市

合併の事例研究―」日本地方黙政学会編『地方財政のパラダイム転換』勁草 書房、67-89頁。

・―一 (2006)「 国と地方間の財政関係J『セミナー現代地方財政 I』 勁草書房、119-144頁

・―― (2006)「 自治体再編下の地方自治財政」『セミナー現代地方財政 I』 勁草書房、

191-214頁

。一― (2008)「『三位一体の改革』と政府間財政関係―『平成の大合併』から地方財政健全化法ヘ

-32-



の動きを中心として」『経済研究』 (静岡大学)第 12巻 3号、2008年 1月 、1-22頁

・―― (2008)「地方財政健全化法と自治体財政への影響―北海道市町村の事例を中心に」『経済研

究』 (静岡大学)第 12巻 4号、2008年 2月 、73‐90頁

。一― (2008)「地域経済の相対的衰退と財政危機―熱海市の事例研究」

(川瀬憲子・鳥畑与一「伊豆地域の面的再生に向けた政策提言の試み」3166頁 )

『静岡大学経済研究センター研究叢書』第6号、2008年 3月 、32-52頁

―――(2008)「『三位一体の改革』と自治体財政」『住民と自治』539号、自治体研究社、14‐ 17頁

・―― (2009)「地方財政健全化法と市民生活」『中小商工研究』第 100号、2009年 7月

・―― (2010)「伊豆地域の貧困化と自治体財政への影響―伊東市と下田市を中心に」『地域研究』

静岡大学、槍1刊号、2010年 3月 、33‐77頁

・―― (2010)「政権交代後の政府累積債務問題と地方財政の課題―公共投資による債務累積過程の

分析と『地域主権改革』 。一括交付金」『税制研究』第 58号、10-20頁

・―一 (2010)「構造改革下の国庫補助による巨大公共事業と自治体財政―沼津市鉄道高架事業の事

例検証」『経済研究』静岡大学、第 15巻 2号、1-30頁

・―― (2010)「『三位一体の改革』・地方財政健全化法と自治体財政への影響―北海道内市町村の

事例を中心に」日本地方財政学会編『地域経済再生と公・民の役割』勁草書房

・―― (2011)「政府間財政関係からみたアメリカ州・地方財政―ニューヨーク州ウェストチェスタ

ー郡の事例を中心に」『経済研究』第 15巻第4号、239-270頁

・―一 (2011)『 アメリカの補助金と州・地方財政―ジョンソン政権からオバマ政権へ』勁草書房、刊

行予定。

・小泉秀樹・西浦貞継 〈2003)『 スマー トグロースーアメリカのサステイナブルな都市圏政策』学芸

者出版

・佐々木雅幸 (1997)胎 J造都市の経済学』勁草書房

・佐々木雅幸ほか編 12007)騰嚇 への展望―都市の文化政策とまちづくり』学芸制板社

・神野直彦ほか編 12005)開市のガバナンス』岩波書店

・関― (1936)『都市政策の理論と実際』学陽書房

・鶴見和子ほか編 (1989)『 内発的発展論』東京大学出版会

・一― (1996)『内発的衣発展論の展開』筑摩書房

・中村剛治郎 00041『中 学』有斐閣

・中村剛治郎編、日中 学会協力 0005)『地域の力を日本の活力に』全国信庫協剣弔金

・中村剛治郎編 0008)『基本ケースで学ぶ地域経済学』有斐閣

・福川裕‐・矢作弘・岡部明子 0005)躙 可能な都市―欧米の試みから何を学ぶ力』岩波書店

・保母武彦 (1996) 『内発的発展論と日本の農山村』岩波書店

・   lまか編 0007)『夕張 破綻と再4』 自淮淋研究社

・宮本憲― (lm71『社会資本論』有斐閣

・
―

t田茂・中村剛着零臨  (1990)『地域経済学』有斐閣

・――一―(1999)開続 の思想と倒 椎 閣

。一―― (2000)『 日本社会の可能性』岩波書店

。一一― 12005)『 日本の地方自治 その歴史と利 自由

――一―・遠藤宏二編 12006)『セミナー現代地方財政 I』 勁草書房

-33-



・――― (2007)『環境経済学』岩波書店

・――=監修 (2008)『環境再生のまちづくり』ミネルヴァ書房

・矢作弘 。大野輝之 (1990)『 日本の都市は救えるか一アメリカの「成長管理政策」に学ぶ』開文社

出版

・ The Dag Halnmarsttold Follnd前 on,(1975),Dag Harnmars対old Repo■ on Dcvclopment and lntemational

CoΨoration,`″ 物″ ♪輌ο″,'preparcd on thc occasion of the United Nations General Asscmbly,New York,thc

Dag Halnmarsttold fOundalion

・ Gratz,Rober● Brandes,〈 1989)ル′Z″控 α ry:拓のツИ″ιricat CFics/′ο BοれgR″
=":レ

ed″ 乃 ″たi4g

肋″ ″αBな ″″(『都市再生』富田靱彦・宮路真知子訳、林泰義監訳、品文社)

・Landry,C,(2002)動′0“
"ι

の フ物οJ■l′ヵ″開
“

動″ον醸∝s,Earthscan(『創造的都市政策一都市

再生のための道具箱』後藤和子監訳、日本評論社)

。Wdd Conlmission on En宙 rontnent and Development(1984),θ
“
″Cο″″ο″ F″∴″′,Oxford Papcrback

Rcfercnce

【参考資料】

・熱海市 OCX17)鰤市統計書 羽戎18年劇板』

・熱海市 00f11)躙市都市計画マスタープラン』

・熱海市 12006)『第3次熱海市総合計画一熱海フレッシュ21計画』

・フ譜舗市観光戦略室 0007)%の 現状について』

・熱海市観光戦略室 12007)¨ 画 ∞ 』

・熱海市下水道課 0007)M市 の下水道事業のあらまし 平成18年劇側

・熱海市観光文化部観光商工課 @0071 M市の観光 羽或18年度版』

・神海市「決算カード」各年厠板

・熱海市職員組合連合会 に膨)聰 海市財政剣 詢 5月

・財務省 (2009)『 日本の財政関係資料』

・静岡県中小企業家同友会熱海支部 12005)レ 1世紀前葉を展望した熱海像―アンケート調査』青ビバの会・

市川総合設計室

・総務省 (2010)『行政投資実績 (2007年度)』

・『日本経済新聞』劉ン年6月 14日付

-34‐






